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1,、、,'1・公会識吹菓鰹凱醐
地方公共団体の公会計は、現金主義・単式簿記といって、一年間の現金収入と支

出を明らかにすることを目的としています。

しかし、この方法では、民間企業のようにどれだけの資産や負債を持っているの

かといったストックの状況や現金以外の要素を考慮した実質的なコストや収益とい

つた経営成績がわかのません。

このような課題を補完するために、平成20年度決算以降、企業会計(発生主義.

複式簿記)を参考にした財務書類の作成が国から要請されておの、平成28年度

決算からは、国が定める統一的な基凖に沿って財務書類の作成を行うこととされ

ています。

長崎市におし,、ても、統一的な基準による財務書類を作成・分析することによの、

市民のみなさまに財政状況をわかのやすく公表するよう努めていきます。

平成28年度決算に係る財務書類について

訊
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2 統一的.な基渠蕪よる地方.公会酬の概要

これまで長崎市では、総務省方式改訂モデルにより、財務書類を作成していました。

従来の方式と統一的な基準との主な違いは以下のとおりです。

(1)複式簿記の導入(決算統計データの活用からの脱去の

【従来方式硫怠務省方式改訂モデル)】

国が実施する地方財政状況調査 G夬算統計)の目的・性質などの集計結果を活用

して、財務書類を作成

【統一的恋基準】

支出伝票や歳入伝票など各取引ごとに仕訳を行い、その積み上げを行うことで、

財務書類を作成

(2)固定資産台帳の整備

【従来方式(総務省方式改訂モデル)】

固定資産台帳の整備が必ずレも前提とされていない。

固定資産の価額は、過去の決算統計の投資的経費の支出額の積み上げにより推計

【統一的な基準】

の j春 1 で 工

古 r』1

個々の資産ごとに台帳を作成し、個別資産の取得価額や耐用年数等に応じて算出

'▲ の數芦がサ白

工で



1・・3,、一作成する肱務姦類画滅要1'、、'
貸借ヌ如系表、行政コスト計算書、純資産変動計算書及ぴ資金収支計算書の4種類の

財務書類を、一般会計等、全体、連結の3つの区分で作成し談す。

作成する財務書類'(4表)

貸借対照表

^^^^^^■^■^●^■^

^^^^^^'.
■■●

^■^^^■^■^

十歳計外現金残高

資金収支計算書

支出

資金増減額
十

期首資金残高

ーーー爾'耒、歳τ1巍崟残嵩一ーー

行政コスト計算書

^^^^^^^^^^^^^

止吊用

経常収益

純経常行政ユスト
士

臨時損失・臨時利益

゛

ι:ニ:ニニ了ξ任啄三X王ニニニニニニ

ーー 1^^^^^^^^^^^^^^^^^^

'ー'ー'1'行政告支'F'ー'ー、-1

公営企業6会計
上下水道、観光施設事業など

その他公営事業4会計
国民健康保険事業、介護保険事業など

長崎市

広域連合・一部事務組合2団体
長崎県後期高齢者医療広域連合
長崎県市町村総合事務組合

^暑

軍

^^^^^^^^^^^^^^^^^^

財務4表の連結

十

税収等(一般財源)、補助金等
士

資産評価替え等による変動額

^

'ー'ー'而茉耗'貫産残禽一'ー'ー.1

第三セクター等10団体

【一財)長崎市野母崎振興公社
幅)長崎市社会福祉事業団
長崎つきまち(株)

←財)長崎市勤労者サービスセンター

(一財)長崎口ープウェイ・7k族館
{掬長崎高島水産センター

←則長崎市地産地消振興公社
{公則長崎市体育協会
{一財}クリーンながさき
敵独}長崎市立病院機構

.'.
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都・","殻会哉等鱸財秘鄭表、1

資産や負債をどれだけ有しているかといったストック(残高)面から財政状況を
表したものです。
また、資産を取得するためにどのような財源(負債・純資産)で賄ってきたかを
みることができます。

1 固定資産

(1)有形固定資産

事業用資産ア

インフラ資産イ

ウ物品
(2)無形固定資産

(3)投資その他の資産

ア投資及び出資金
投資損失引当金イ

長期延滞債権ウ

長期貸付金工

基金オ

その他力

徴収不能引当金キ
2 流動資産

L1■墾全麺金____
ーーーヲ男驫き行駐一ーー
τ2丁深吸崟一ーーーーー
(3)基金
(4)その他

(5)徴収不能引当金

';'#,ンシ資産の部タ

,1

"乢

丸

'・,、ひ,、0理:^^雁辺"愉1牢喫{
791,057,341
693,440,059
325,312,737

364,503,751

3,623,571

707,67フ

96,909,605

45,117,284

△ 842,119

1,758,438

11,524,703

36,697,100

2,フ73,904

△ 119,7価

28,783,534

4,920,043
2,780,719

8乃,998

20,601,017

2,4脇,013
△ 66,537

「

t、り'
1 固定負債

(1)地方債
(2)長期未払金
(3)退職手当引当金
(4)損失補償等引当金
(5)その他

凸"flC1111,' i
t 、. 1債1我鄭一・・1,"',イ

Pφinui

ア

資産合計

2 流動負債

(1)翌年度償還予定地方債
(2)未払金
(3)賞与引当金
(4)預り金

^^^^^^

平成28年度決算における固定資産は約79卞1億円となっており、その
うち、土地や建物恋どの形で保有するア有形固定資産J は約693i億円、
他団1本への出資金や特定目的のための基金などの「投資そあ他の資産」が
約969億円と恋っており、大きな割合を占めています。

、,市税や保育料などにかかる長期延滞債権が)禾4又.,金のうちの一音瓔こついて、
過去5讐間の不納欠損の実績にょり回収不能見込額として徴収不能引当金'を約2億円計上'レてぃます;ハ

全臓具が平成28年度末に普通退臓したと想定した場合の要支給額を退識
手当引当金として約222億円計上してしヤます;、"

資産から負債を差し引いたものが純資産(現在までの世代が負担した部
分)となり、全体として、緬5,亀4d億円となっています。ーニその内訳は、固定資産どレで将来ゐ世伐へ持ち越すもゐが、 8,117億円
(固定資産簀形成分)あるものの、そのうち2877億円(不足分)はイ
将来の税収等で賄わ恋けれぱならないことを表しています。'
これは、固定資産の取得の際に発行レた地方債残高が将粂に持ち越され
ること巻どに金るものですが、地方債残高のうち一部にっいては、将来的
に国女ら地方交付税としる措置され亙ものも含まれてい談す。'
(残高に対して約1,419億円が地方交付税で措置される見込みです。)

(単位:千円)

^^^^^^

'.^『
冑1

270,47フ,126

242,328,139

268,276

22,243,386

43,497

5,弱3,828

額,択

イ

負債合計

'.i'ι

819,840,

固定資産等形成分
不足分

ウ

資産の部

__・純凌亜谷肝"ー'ニ:ニ:ニ:エ:ニ:Ξ11邑中で!4'
8乃負荏妓、が淘賓蓬合哥'ー'ー'1、"ー'祈§,了i0ユテ5

工

25,361,175

21,531,448

65,143

1,625,260

2,139,324

295,838,301

811,658,358
△ 287,655,784
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行政活動のうち福祉活動やごみの収集といった資産形成に結びつかない行政サービ
スに係る経費とその行政サービスの直接の対価として得られた使用料・手数料恋どの
財源(受益者負担)を対比させたものです。

これは受益者負担以外の市税等でこの2つの差が純行政コストとなりますが、
賄わなけれぱ恋らないコストを表しています。

(単位:千円)

1ウ.じ、中,;洲,郡'゛妙経興用則C月恥"1・"',"、,,,"'""、、'
人にかかるコスト

(1)職員給与費
(2)賞与引当金繰入額
(3)その他

2 物にかかるコスト
(1)物件費
(2)維持補修費
(3)減価償却費

3 移転支出的なコスト
(1)社会保障給付
(2)補助金等
(3)他会計等への支出額
(4)その他

4 その他のコスト
(1)支払利息
(2)その他行政コスト

置ご^
24,321,998

20,詑7,128

1,625,260
2,369,610

43,351,687

21,570,730

1,134,241

20,646,716

110,566,812
乃,333,731

16,303,327

18,906,740

23,014

3,396,149

2,359,676

1,036,473

経常費用合計
'、 1'_,'
1"、,」

.

雫三_ q

L " J ●,_.

使用料・手数料
その他

経常収益合計

孟、'経・・、収益.(B)

'七',七

゛

臨時費用合計
YM I0",.皆時費用1(C)i

製剣ぽ"N洲1加臨隱収益'f'0}

輩賤撃子主食赴,.___'"_,,_"_
ごに二麺行勇賃"ぢミニ回j至1区:ニ:ニ

P@徐越
ア 人件費や物件費といった現金支出のほか、有形固定資産にかかる減価償
却費や賞号引当金繰入額といった非現金支出も経常費用に含んでいます。
減価償却費は約乞06億円で、、通去に多くの資産を整備してきたことが
わかります。

移転支出的なコストは4つのコスト区分の中で最も割合が大きく、経常
費用全体の約60%を占めています。,、
その内訳←生活保護費や各種福祉手当などの社会保障玲付の1苓か、各種団体などた対して支歯する補助金や公営企業会計恋どに対する繰出釡です。

行政サーピスの直接の対価として得られた使用料などの経常収益は約78
億田で、経常費用の約4%が受益者負担となっています。、
'言いかえれぱ、経南費用の約96%は〒も税などの受益者負担以外の財源で
賄っているということになります。

181,636,646

金額

゛

T

イ

4,451,133
3,370,513

、:,'

フ,821,646

975,823
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貸借対照表の純資産の部(現在までの世代が負担した部分)が1年間でどのように
変動Uたかを表すものです。 .

区分

PQim加

(単位:千円)

-5 -

4徐額WI

ア資産形成に結びつかない純行政コストは約1,748億円ありますが、市税
収入や地方交付税などの「税収等」と「国県等補助金」により賄っていま
す。
これは、経常収益で賄え恋い行政コストを市税など一般財源や国庫支出
金、県補助金によの補てんしていることを意味レており、純行政コストが
大きいほど純資産の減少が大きく恋ります。

イ当期の純資産の変動額は約31億円のマイナスとなっています。これは、
平成28年度決算において、「税収等」が約37億円の減(地方交付税及ぴ
地方消費税交付金が全国的に大きく減となったこと、並ぴに法人市民税が
前年を下回ったことなどによる)となり、行政コストに充てるための歳入
が減となったことなどによるものです。

ウその他の変動額として、立木竹の評価替えに係る資産評価差額や老朽
空き家対策事業に.より所有者から寄附された固定資産に係る増加額等を
計上しています。
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歳計現金の出入のの情報を業務活動収支、投資活動収支、財務活動収支の3つの
区分に分けて表Uたものです。他の3つの爾務署類と異なb、行政活動を資金の
流れからみたもので、現在の公会計と同じ貌金主義による財務書類です。

運

1 業務活動収支

(1)業務支出
(2)業務収入
(3)臨時支出
(4)臨時収入
2 投資活勳収支

(1)投資活動支出
ア公共施設等整備費支出

イ基金積立金支出
ウその他

(2)投資活動収入
ア国県等補助金収入
イ基金取崩収入
ウその他
3 財務活動収支

(1)財務活動支出
ア地方債償還支出
イその他

(2)財務活動収入
ア地方債発行収入
イその他

., J" '.,1区分

゛

(単位:千円)

13,334,106

160,817,399

173,499,439

380,300

1,032,366

△ 14,197,339

24,875,487

13,660,101

4,641,878

6,573,508

10,678,148

4,291,944

1,3腿,857

5,0?2,347

△ 1,807,117

21,881,690

20,857,365

1,' 024,325

20,074,573

19,573,545

501,028

゛ 男頁すし'f・1 《業務活動収支》
人件費や物件費などの支出と税収や手数
料などの収入といった日常の行政活動に
伴う資金収支です。

《投資活動収支》
公共事業などの支出や基金への積立、水
・下水道事業などへの出資とその財源
となる補助金収入などに伴う資金収支で
す。

《財務活動収支》
地方債の元金償還と新規発行に伴う収入
など主に借金に係る資金収支です。

当期収支

期首資金残高

1噴竪残嵩
L^^^^

PQim越1

ア 期末資金残高は約2号億円と琴っておの、内訳をみると、投資活動収支
や財務活動収支のネ足額を業務活動収支'おける市税琴どの一般財源で補
てンυしてぃゑことがわがのます。具体的には、道路など公共資産め塞備や地方債の償還などに市税などのL般財源を投入していると武うことに恋り

△ 2,670,350

5,451,069

T-ーー Zテ§d;ーフ!9、

ます。

当期現金収支は沽約27億円のマイナスと恋っていま叉が、このうちには、
投資活動支出に含衾れる基金積立金支当が約46億円含まhており、現金'
の保有額は減ったものの基金への積み立てが行われたことを表しtいます。

財務活動収支は、地方債の新規発行を抑ミたことで、償還顎が新規発行を上回りマイプスとなったもので、貸借対照衾に負債とレて舒上されている
地方債の残額が減したことを意味します。
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一般会計等の財務4表を平成28年度末時点の住民基本台帳人口430,026人で
割った市民一人あたのの財務4表です。

貸付対照表 (単位:千円)
資産の部"'ー
1 固定資産

(1)有形固定資産
(2)無形固定資産
(3)投資その他の資産
流動資産
^^^^^^^^^^^

___しち序封墾全___
資産合計

噛深耗礎重残蒿

負債の部N

1 固定負債
2 流動負債
負債合計

^■^■^^^^^^^■^■^■^■^卿^●^■^■^

'病賓隆乙5耆ι一"ー'ー'ー"ー"ー'ー'-1乏T9

'金額

^

負債及び純資産合計
. ^ ^ ^

^^^^^^

^^^^^^

行政コスト計

^

1 .

額
1,907

業務活動収支
投資活動収支

財務活動収支

^

^

1 人にかかるコスト
2 物にかかるコスト

3 移転支出的なコスト
4 その他のコスト

経常費用合計

3へ

当期収支

期首資金残高

^

629

59

688

i経常,費用が

^ ^

1爾秉貫釡'残禽一ーーーーー

','、、、Xπ"経常収益!

1 907

■^^^^^^^^^^^

1 使用料・手数料
2 その他
経常収益合計

(単位:千円)

,゛. 1

臨時費用合計

金額

(単位:千円)

!.臨時費用

臨時収益合計

P@imw

靈五亟三区IE二:ニニニ:ニ:ニ:ニ:ニニニ4二亜

f・.゛'臨時収益

△

^^^^^^

△

56

101

257

8

422

^^^^^^^

ア

J_,。上,0
/,

期首純資産残高

類',

7

市民一人あたりの道路や学校などの資産は1907千円、地方債や退職手
当引当金などの負債は688千円です。

市民一人あたりの1年間にかかる行政サーピスの費用は426千円、直接
負担した施設使用料怨どの収入は20千円です。

繩行厳ヨ芙、ドー'ー'ー'ー'1'ー'ー'一区マ66

挽辰奪""ー'ー'ー"ー、ー、下、ー'ー'ー'7ξ9
国県等補助金 1 159
その他の変動額 1

イ

_ヒ

4

金額

^

(単位:千円)
額
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ムフ

1-'ー'ー'ー'1二19
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当期純資産変動額
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般会瓢等の碕定資産台帳・、グケ1、f1ヰ:.ート「;・..制1'fl ;ー.・入、^1、イ、,,゛声...1: j・"、、:.、、'晶1・,'i1苗十匡、、キ:,1,.'1C 【ι10.1イ11 '

固定資産台帳とは、事業を行うための資産や道路などのイ.ンフラ施設等の固定
資産にっいて、その取得から除売却処分に至るまでの情報を管理するための帳簿
で、国が定め冬統一的な基準に沿って作成しました。

長崎市Q有形資産の合計は、←取得価顎が約1兆ξ959億円、減価償却累計額が
約6ρ25億円、差引さの現在簿価額が約6,934億円となっております。=
衾だ、現在簿価額のうち、事条用資産分熔,乞53億円、インフラ資産が含,645億円
物品が36億円と恋っております。

有形固定資産台帳(H29331現在)

種別

土地

勘定科目名称

立木竹

事業用資産

建物

工作物

船舶

浮標等

取得価額

建設仮勘定

145215,076

事業用資産集計

インフラ資産

土地(インフラ資産)

3,188,112

364525β01

減価償却累計額

建物(インフラ資産)

60,042614

工作物(インフラ資産)

島

建設仮勘定(インフラ資産)

330394

物品

インフラ資産集計

246,745

208236239

有形固定資産集計

0

(単位:千円)

物品

2,420630

現在簿価

575,969372

0

41,983,605

物晶集計

P@jm越!
^

固定資産命帳は、資産の状況を明確化するとともに、公共施設等の維持管理
修繕.更新等に係冬中長期的な経費の具込みを算出す之こぞや!公共施設等の
総谷的かっ計画飼な管理に関す之方針等の策定に活用していく¥定ぞす。

※インフラ資産→道路、河川、漁港、公園恋どの有形固定資産
事業用資産→インフラ資産以外の有形固定資産(庁舎、公営住宅、学校など)

155851,406

145215ρ76

326,486

10,425,621

3,188,112

110.305

534,474391

156289562

250,656635

18ρ59,009

8,544985

709296,403

0

10696,067

3,908

7393,576

136,440

337399,076

0

10,696,067

2,420630

1295,96,842

325312,737

゛

344,792,652

155851,406

0

7ρ72.496

3ρ32,045

197,075,315

フ,072,496

602521,783

8,544,985

364,503751

、

3,623,571

3623,571

693,440ρ59

8

,
5
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',6・1沌市戦翁団獄全建趣亀研鼬糞W

資産の部
1 固定資産
(1)有形固定資産
(2)無形固定資産
(3)投資その他の資産

流勳資産

、

}瑞1同1村r l゛将A'.:!ii・"'、ニ,ム

ニニニLち五三璽玉ニニニエニニ嬰工6工亜3
賣達各1干、ーーーーーーー 1 「『痴,ア'3ミ露3
貿債欣j部畔
1 固定負債
2 流動負債
負債合計

(単位:千円)

'森費隆お'言i

《雫金額

實債表謬瓢'貫産冨計一

1,069,8能,528
1,001,493.639
9,859,994

邪,脇4,895

54,349,825

、1、、、"

^ ^ ^

区分1

ノ^

金額
4驗

卯

497
^■^岡^^^●^同

!.,11W

業務活動収支
投資活動収支
財務活動収支

1 人にかかるコスト

2 物にかかるコスト

3 移転支出的なコスト
4 その他のコスト

経常費用合計

皐

コス

642

417

059

1{゛

当期収支

期首資金残高

'f

627

1 124
^

●1ξ

Υ
"惚

299

454

753

班lf 工

^

178

2開

費

600

3船

1,.ιrN盲

1 使用料・手数料
2 その他
経常収益合計

、、 1{

(単位:千円)

9

、,

1.,■

、ゴ'

常収益む・、

・1
」ι

臨時費用合計

■'

:●

(単位:千円)

P@jm力!1

'";.,Y'芋!・,駒臨時収益

、冒'

,武金額'.

臨時収益園計

209,

769,

724,

蝕五重三ミ1E二:ニ:ニ:ニ:ニ:三二三{三乃三IL

>'殆

26,680,356

62,390,011

?04,959,805

フ,079,2飾
301,109,467

^^^^^^^^^^^

^^^^^^^^^^^

346

581

149

1,715,616

22,847,817

24,563,433

朔

、ι4

^^^^^^

ア

ゾ翫金

貸借対照表における資産の規模は一般会計等の約1.4倍となっています。
これは上下水道事業などの公営企業会計でも大きな資産を形成している
ためです。
一方、負債の規模は一般会計等の糸鯏7倍と恋っています。
これも企業債残高などによるものですが、 特に下水道事業における負債の
割合が高いことに起因しています。'

行政コスト計算書における経常費用は一般会計等の§寸17倍となってい
ます。
これは国民健康保険事業や介護保険事業の社会保障給付などの移転支出
的恋コストが多額にのぼるためです。
一方で経常収益は水道・下水道の料金収入恋どがあるため一般会計等の
約35倍に恋っています。なお、国民健康保険税や介護保険料、後期高齢
者医療保険料については、純資産変動計算書の税収等に計上されており、
純行政コストで生じたマイナス分を賄っていることが分かのます。

22,604,879
4,749,聞3
27,354,462

産

期首純資産残高

司

繩考政'aT1ぐー'ー'ー'ー'
挽辰奪"'ー'ー'ー'ー'ー'
国県等補助金
その他の変動額

喩¥七f コ、,・、

^

区分

イ

1,998,833

金額興晦翅

当期純資産変動額' 1,757,264

卿玉,璽重残画:ニ:ニ:ニ:ニ:ニ:三t,工て8三亜

轍 区.

980,616

(単位:千円)

^^^^^^^^^

△ 274,フ73,222

169,197,922

105,569,497
1,763,067

額
625,421,336
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'フ・、...i.辧鄭団奪ぎ含め雁連緒財畷難表IN.,、,,●

資産の部

,士

1 固定資産

(1)有形固定資産
(2)無形固定資産
(3)投資その他の資産

、

瀞、ず:り、'・,

三j浬動_資塵 62,531,363
ニニニLち丞蚕亟蚕ニニニに二邑で'0τ罰9
蚕厘各盲「ーーーーーーーT「オ聡,T4τ扇0
貿債の部
1 固定負債
2 流動負債

旦債合IL._..'.'_,_

、、.、C

:1、'11.1{'1

(単位:千円)

・純資塵y)音E,;__._
貫債表を鷲貫産吾計一

轡金.額!川紳
1,079,613,087

1,018,191,376

10,379,783

51,041,928

'区分1.河

ノ^

当期収支

期首資金残高

i金額瓣

^

467

々

510
^

'織熱
J "ミ"
1 '.L、

631 7釣,

-1"'乃!立乞T肱71'

1 人にかかるユスト

2 物にかかるコス

3 移転支出的なコスト
4 その他のコスト

経常費用合計

コス

^●^^^

912

442

354

ι鬼

、麺垣亘釡:班言ニニニニニニエニニ西亙0工冱玉

328

536

864

J

圭;

帰

鶚6.

キ

1 使用料・手数料
2 その他

経常収益合計

」■,■.
. 1 Ξ

t1ト・,、_「、',:、'

(単位:千円)

'常収益〆,!

'金額

」゛

,

酢時費用合計

10

JN

(単位:千円)

P@im越

818,584

29,181,835

t l '
i

'五重,三E二:ニニニニニ:ニ'三二埀1三町邑三3

.11

雫

,臨

,『

1瀬鄭"臨時収益,

^部'1',1 ・,,ー
34,フ71,92g

70,105,607

280,449,67フ

8,706,498

394,脇3,711

時費用

ア 貸借対θ系表において、第磊セクター等10団体のうち仕割虫)長崎市立病院機構は負債が資産を上回る状態となっているため、一層の経営健全化に努める
必要があのます。

行政コスト計算書における経常費用は地方公共団体全体の約1.3倍、経常
5倍となっています。,_{収益は約1
広域連合方式で運営している後期高齢者医療事業にかかる多額これは、

の移転支出的なコストなどが計上されているためです。

第三セクター等10団体のうち(一財)クリーンながさきなど7団体にっいて
は、純資産変動計算書において、当期純資産変動竿がプラスになっており、企棄でぃう純利益を計上してい辻す力ぐ(地捌長崎市立病院1毎昔など3団休
は、当期純資産変動額がマイナスに恋っておの、損失を計上していることに
なります。

期首麺資塵,毯童旦三9,6リ■リ

1繋三111
現辰奪"'ー'ー'ー'ー、ー"ー'をZ§,T折烹14

34,136,720
フ,57フ,523
41,714,243

産ホ

甑1寺三岬1"

、ト

ニ_」^

イ

タ区分

2,080,105
t'f.'、

'、イ

ウ

(単位;千円)
額・;

胃
゛

昌、
一

1
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